
 
 

２０１５年３月１６日 
報道関係各位 

農業生産法人 株式会社ＧＲＡ 
株 式 会 社 産 業 革 新 機 構 
日 本 電 気 株 式 会 社 
Ｊ Ａ 三 井 リ ー ス 株 式 会 社 

 

新規就農者に対して包括的な営農支援サービスを提供する 

ＧＲＡアグリプラットフォームへの出資を決定 

～イチゴ栽培の設備導入から栽培、販売までを一貫支援～ 

 

株式会社産業革新機構（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：能見公

一、以下ＩＮＣＪ）および日本電気株式会社（本社：東京都港区、代表取締役

執行役員社長：遠藤信博、以下ＮＥＣ）およびＪＡ三井リース株式会社（本

社：東京都品川区、代表取締役社長：安田義則、以下ＪＡＭＬ）および農業生

産法人株式会社ＧＲＡ（本社：宮城県亘理郡山元町、代表取締役ＣＥＯ：岩佐

大輝、以下ＧＲＡ）は、株式会社ＧＲＡアグリプラットフォーム（本社：宮城

県亘理郡山元町、代表取締役ＣＥＯ：岩佐大輝、以下ＧＲＡＡ）の第三者割当

増資を引き受け、新規就農者に対してイチゴの栽培設備の設計・導入から栽

培、収穫物の販売までの包括的な営農支援サービスを提供するために必要な資

金として総額５億２千万円を上限とする出資を行うことを決定しました。 

 

ＧＲＡＡは、ＧＲＡが有する最先端の農業のノウハウと、ＮＥＣが有するク

ラウドやビッグデータ分析などの情報通信技術（ＩＣＴ）を組み合わせ、さら

にＩＮＣＪの出資支援を得て東日本大震災の被災地を中心に事業展開すること

で、新たな産業・雇用の創出を目指します。また、ＪＡＭＬの農業分野で培っ

たファイナンス機能を活かし、新規就農者の参入を支援・促進することで、国

内の農業の担い手を育成し、後継者不在問題の解決に貢献します。 

 

本件の投資対象であるＧＲＡＡは、ＧＲＡの子会社として２０１４年３月に

設立されました。親会社であるＧＲＡは２０１２年１月に創業し、震災前に宮

城県山元町の主要産業であったイチゴをナショナルブランドに育てること、東
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北を世界的な先端園芸の集積基地に育てることをミッションに掲げています。

ＧＲＡでは「ＭＩＧＡＫＩ-ＩＣＨＩＧＯ」ブランドを立ち上げ、既に百貨

店・高級スーパーを中心に「食べる宝石」として人気を博しています。また、

ＧＲＡはＩＣＴを駆使した先端栽培技術の導入などを通じて、独創的なビジネ

スモデルの構築、新しい事業成長モデルの創出を目指しています。これらの取

り組みを通じて東北地方の震災復興に貢献し、１０年で１００社１万人の雇用

創造をビジョンに掲げています。 

 

このＧＲＡの事業をより具体化するため、この度ＧＲＡＡはＩＮＣＪ、ＮＥ

Ｃ、ＪＡＭＬの出資を得て以下を実現します。 

 

１. ＧＲＡが導入している、ＩＣＴを利用してグリーンハウス内の温度・灌水

量・養液量などの環境を制御する最先端の高設養液栽培設備をベースに、

イチゴ栽培に必要な設備を標準モデル化します。 

 

２. 新規就農者に対しても、1.の設備の導入作業をサポートすることで、新規

就農者は短期間かつ最低限の投資でイチゴ栽培の開始が可能になります。

また事前研修に加え、栽培開始後は圃場に設置したセンサーから取得した

各種環境データやテレビ会議システムなどを活用し、専門家による農作業

や病害虫対策に関する遠隔監視・指導を実施します。就農者の収穫したイ

チゴは品質基準に基づく価格で買い上げるなど販売をサポートし、就農者

の収入安定化を実現します。これらの一連の取り組みにより新規就農者の

支援を行っていきます。 

 

３. 多品種展開によるブランドコントロールにより高付加価値を追求し、販売

エリアの嗜好に合わせて最適な品種を選定します。 

 

４. 経験豊富な熟練職人の知恵と指導のもと、園芸施設の環境をＩＣＴ管理す

ることで、高品質のイチゴを天候に影響されず安定して供給することを可

能にします。さらにこれら栽培技術・ノウハウを水平展開していきます。 
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ＧＲＡＡでは今後、栽培計画や蓄積した環境データの分析に基づく栽培設備

の自動制御システム、圃場情報や作業計画の管理システム、生産量の予測・制

御システムなどの開発をＮＥＣと共同で行っていく予定です。また、新規就農

者を多数輩出することで、産業復興の成功事例を確立していきたいと考えてお

り、今後５年間で１００件の新規就農者との契約を見込んでいます。 

 

ＩＮＣＪは産業競争力強化法に基づき、新たな付加価値を創出する事業に対

して投資を行っております。オープンイノベーションを通じた次世代の国富を

担う産業を創出するため、産学官の連携を通じて様々な活動を行っておりま

す。ＩＮＣＪは独創的なビジネスモデルの構築を目指すベンチャー企業への支

援を通じて、革新的な事業成長モデルの創出に寄与するとともに、地域活性化

に貢献してまいります。 

 

 ＮＥＣは、人が豊かに生きるための安全・安心・効率・公平な社会の実現に

向け、ＩＣＴを活用した高度な社会インフラを提供する「社会ソリューション

事業」をグローバルに推進し、「社会価値創造型企業」として社会の様々な課

題解決に貢献することを目指しています。このたびのＧＲＡＡへの出資を通じ

て被災地の復興に貢献すると共に、新たなビジネスモデルを創出し、海外も含

めた農業ＩＣＴソリューションの展開を一層加速してまいります。 

 

 ＪＡＭＬは、ＪＡグループと三井グループの特性を活かし、ＧＲＡＡへの出

資並びに協業を通じて、同社の独創的なビジネスモデルの構築、新しい事業成

長モデルの創出に貢献するとともに、農業分野における知見・ノウハウの集

積、ネットワークの拡充を図り、お客様の多様なニーズに応えられる専門性を

活かした最適なソリューション拡充を図ってまいります。 

以上 
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【ＧＲＡのイチゴ栽培施設】 

 

【ＭＩＧＡＫＩ-ＩＣＨＩＧＯ】 

 

 

【ＧＲＡアグリプラットフォームについて】 

所在地：  宮城県亘理郡山元町山寺字桜堤４８ 

代表取締役ＣＥＯ： 岩佐大輝 

事業内容： イチゴの営農支援パッケージの開発・生産・販売・

保守サービス 

 

【農業生産法人 株式会社ＧＲＡについて】 

ＧＲＡは、東日本大震災直後の２０１１年４月に任意団体として活動を開

始、翌２０１２年の１月に農業生産法人を設立し、ＩＴ技術と匠の技を組

み合わせた先端農業によるイチゴの栽培を開始しました。２０１２年の１

２月には最高でひと粒１，０００円で販売される「ミガキイチゴ」ブラン

ドを確立。その後もミガキイチゴ・ムスー（スパークリングワイン）、ミ
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ガキイチゴ・カネット（缶入りスパークリングワイン）など農業の六次化

にも取り組んでいます。また、２０１２年６月からＪＩＣＡおよびＮＥＣ

と共同でインドのマハラシュトラ州にイチゴハウスを建設し翌年の２０１

３年の３月に初収穫に成功するなど、海外での事業展開にも力を入れてい

ます。 

 

所在地：宮城県亘理郡山元町山寺字桜堤４８ 

代表取締役ＣＥＯ：岩佐大輝 

事業内容： 農産物の生産、産地開発、農業技術の研究開発、農業交流事

業、分析業務、栽培管理システムの開発 

 

【株式会社産業革新機構（ＩＮＣＪ）について】 

所在地：東京都千代田区丸の内１－４－１ 

代表取締役社長（ＣＥＯ）：能見公一 

事業内容： ＩＮＣＪは、２００９年７月にオープンイノベーションの推進

を通じた次世代産業の育成を目指して、法律に基づき設立され

た会社です。総額約２兆円の投資能力を有しており、革新性を

有する事業に対し出資等を行うことで産業革新を支援すること

をミッションとしています。 

 ＩＮＣＪは、投資・技術・経営等で多様な経験をもつ民間人材 

によって運営されており、法令に基づき、当社内に設置してい

る産業革新委員会にて、政府の定める支援基準に従って投資の

可否の判断を行い、日本の産業革新に資する投資を実施いたし

ます。 

 

【日本電気株式会社（ＮＥＣ）について】 

所在地：東京都港区芝５－７－１ 

代表取締役執行役員社長：遠藤信博 

事業内容： パブリック事業、エンタープライズ事業、テレコムキャリア事

業、システムプラットフォーム事業 
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【ＪＡ三井リース株式会社（ＪＡＭＬ）について】 

所在地：東京都品川区東五反田２－１０－２ 

代表取締役社長：安田義則 

事業内容： 賃貸事業、割賦販売事業、各種ファイナンス事業、その他付帯

事業 

 

＜本件に関するお客様からのお問い合わせ先＞ 

ＧＲＡ 

TEL:（０２２３）３７－９６３４ 

E-Mail: gra-info@gra-inc.jp 

 

産業革新機構 企画調整室 畑、市原、大森 

TEL:（０３）５２１８－７２００（大代表） 

E-Mail: info127@incj.co.jp 

 

ＮＥＣ 事業イノベーション戦略本部 

TEL:（０３）３７９８－９６１５ 

 

ＪＡ三井リース ＪＡグループ本部・アグリビジネス部 

TEL：（０３）３４４８－３８００ 

 

＜本件に関する報道関係からのお問い合わせ先＞ 

ＧＲＡ 

TEL:（０２２３）３７－９６３４ 

E-Mail: gra-info@gra-inc.jp 

 

産業革新機構 企画調整室 畑、市原、大森 

TEL:（０３）５２１８－７２００（大代表） 

E-Mail: info127@incj.co.jp 

 

ＮＥＣ コーポレートコミュニケーション部 上田 

TEL:（０３）３７９８－６５１１ 

E-Mail: s-ueda@bk.jp.nec.com 

 

ＪＡ三井リース 経営企画部 広報ＩＲ室 

TEL：（０３）３４４８－３５２０ 
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